
議員発案第 ４ 号 

 

物価上昇に見合う老齢基礎年金等の支給額改善と年金の毎月支給を求める 

意見書の提出について 

 

 地方自治法第 99条の規定により、国会並びに関係行政庁に対し、別紙「物価上昇に見合う

老齢基礎年金等の支給額改善と年金の毎月支給を求める意見書」を提出するものとする。 
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物価上昇に見合う老齢基礎年金等の支給額改善と年金の毎月支給を求める意見書 

 

 年金支給額は、2013年10月から2015年４月までに3.4％の減額が行われた。最近では、2020年

度は物価の伸びと比べて実質0.3％の減額、2021年度は名目手取り賃金変動率により0.1％減額、

2022年度は同じく0.4％減額された。 

 報道によれば、2023年度の年金額は、物価上昇率プラス2.5％に対し、未適用として繰り越さ

れてきたマクロ経済スライド0.3％を含む0.7％が抑制され、支給額は1.8％増で、差引き0.7％目

減りするとされている。 

 政府の計画では、少子化と平均余命の延びを理由として基礎年金は今後30年間にわたって30％

も減額されると伝えられている。消費税増税や医療・介護保険料の負担増、後期高齢者の医療費

窓口負担２割化、諸物価の高騰などで生活保護に移行する高齢者の急増をもたらしている。さら

に、生活必需品・公共料金の値上げが予告されているところである。 

 老齢基礎年金及び障害基礎年金の支給額は、高齢者や障がい者の生活を保障するのに十分なも

のになっているとは言えない。物価高騰と乖離した年金改定は、低所得の高齢者の苦しい生活を

さらに窮状に追い込むことにつながることとなる。 

 年金はそのほとんどが消費に回るが、年金削減が購買力の低下と生活保護世帯への移行増をも

たらし、地域経済と地方財政に大きな影響を与えている。生活保護受給者の５割以上が高齢者と

いう実態からも、公的年金制度が高齢者や障がい者の生活を保障するものになるよう、老齢基礎

年金等の支給額改善を要望する。 

 また、年金受給者になってからも、現役時代の生活習慣をそのまま維持できるよう、年金の支

給を隔月から毎月に変更することを要望する。 

 

記 

 

１ 高齢者も若者も安心して老後を暮らせるように、物価上昇に見合う老齢基礎年金等の支給額

を改善すること。 

２ 年金の支給を隔月から毎月に変更すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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